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１．世界の乳牛飼養頭数 

•世界の乳牛飼養頭数は、 

2009年1億2,929万頭⇒2013年1億3,736万頭 

へ4 年間で807 万頭増加。 
インド、EU、ブラジル、アメリカ、中国 

 

•NZ、豪州の飼養頭数は世界８、９番目 

•日本の飼養頭数は80万頭（※搾乳牛頭数） 

 

（出所）ＵＳＤＡ：Dａｉｒｙ Ｗｏｒｌｄ Ｍａｒｋｅｔｓ ａｎｄ Ｔｒａｄｅ 以下同じ 



２．世界の生乳生産量 
•世界の生乳生産量は、人口増加と経済発展
を背景に増大基調 

2009年4億3,266万t⇒2013年4億6,589万t 

 

•主要生乳生産国は、EU、アメリカ、インド、中
国、ブラジル、ロシア 

NZ、豪州の生乳生産量は、各1,968万ｔ，957

万ｔ 
日本756万ｔ 
 

•生乳生産量の伸びが著しい国 

中国、インド、NZ、アルゼンチン、ブラジル 



３．世界のチーズ＆バター生産量と 輸出量 

•生産量に対する輸出量は８～１０％と少ない。主要輸出国：EU、米国、ＮＺ、豪州に限られる。 

特に、世界のバター輸出量の６割強をNZが占める。 



４．世界の脱脂粉乳＆全粉乳の生産量と輸出量 

•粉乳類は常温輸送が可能で管理が容易なため、輸出割合が4割台と高い。 

主要輸出国：米国、EU、ＮＺ、豪州。 特に、NZは、人口が450万人と国内市場が小さ
いため、生産量のほとんどを輸出（世界の全粉乳輸出量の６５％を占める）。 



５．主要国の乳製品輸入 

•乳製品輸入国:中国、東南アジア、中米、北アフリカ、ロシア、日本、韓国 

•特に、粉乳類は中国の輸入量が急増（NZ輸出＝中国輸入の構図） 



６．中国の粉乳類の輸入増大基調に鈍化の兆しなし 



７．急増する中国のミルク需要 



８．中国の累積的成長とそのリスク 

●30年間続いた大量投入、大量生産、大量消費という粗放型の経済成長には限界。 



９．需給ひっ迫を映して国際乳製品価格は上昇 

チーズ価格  オセアニアFOBﾄﾞﾙ/ﾄﾝ バター価格  オセアニアFOBﾄﾞﾙ/ﾄﾝ 

脱脂粉乳（SMP）価格  オセアニアFOBﾄﾞﾙ/ﾄﾝ 全粉乳（WMP）価格  オセアニアFOBﾄﾞﾙ/ﾄﾝ 



１０．日本の酪農市場の危機 •減少する酪農家戸数と生乳生産量 
酪農家戸数は1963年41.8万戸⇒1.9万戸 

（全国的に酪農家の離農が増加） 

•その結果、生乳生産量も減少傾向 

•背景に、酪農経営の危機 

①牛乳乳製品消費の減少 

②飼料費の高騰（国際穀物価格の上昇） 

③乳製品（チーズ）輸入の拡大（2013年消費量２
９万ｔのうちの２４万ｔ） 

 

•一方、国際乳製品需給はひっ迫し、価格
上昇⇒円安と相俟って国内価格も上昇へ 

•日本における酪農見直し（生乳生産の維
持拡大）が必要 



１１．穀物市場は高値波乱の時代へ（価格変動リスクが拡大） 

(資料）CBOTより作成 



１２．世界の食糧市場を巡るシナリオと食料安全保障 

今世紀に入って市場規模・価格水準とも新たなステージに入った。しかし、２０１２
～１５年にかけては、欧州債務危機の伝播が食糧市場の変動リスクも拡大。 

1. 穀物価格の変動（ボラティリティ）リスクが高まる。 

 ⇒情報の透明性、投機マネー規制、輸出規制、共通備蓄による対応 

 

2.穀物市場・価格のステージ変化に対応した世界的な農業開発ブーム 

   ⇒新大陸型農業を目指した世界的な商品化、装置化、機械化、情報化、化学
化、バイテク化（生物工学）による供給力拡大 

   ⇒農業の工業化、脱自然化、普遍化、単作化 

 

３．一方、農業は自然の領域に深く関わるもの 

   ⇒地球温暖化・水不足・植物の多様性喪失 

   ⇒テールリスク（滅多に起こらないが、起こった場合の影響が甚大）への対応 

 

４．中国の大豆、トウモロコシ輸入拡大予想。ただ、2016年以降のGMコーン生産の
可能性⇒コーンの輸入急減のリスクも 



１３．世界の食糧市場は飛躍的に拡大（需要ショック） 

 

穀物＝小麦＋粗粒穀物＋コメ（精米） 



１４．自然界における気になる兆候 

• 特定の作物に依存する世界の食糧供給 

• 未知の病気の発生（BSE、SARS、 

  鳥インフルエンザ、西ナイル熱） 

• GMOの急速な普及 

• スズメ 何処行った 

• 昆虫の北進 

• ミツバチが消えた（蜂群崩壊症候群） 

• 除草剤の効かないスーパー雑草の急繁殖 

（NHKｸﾛｰｽﾞｱｯﾌﾟ現代09.9.7） 

  →日本：オモダカなど１７種類 

  →アメリカでも農業技術を根底から揺さぶる事態 

 自然と如何に折り
合いをつけるか 

http://www.google.co.jp/imgres?imgurl=http://krungthep.cocolog-nifty.com/photos/uncategorized/p1010610pct13.jpg&imgrefurl=http://krungthep.cocolog-nifty.com/blog/2007/week29/index.html&h=300&w=400&sz=49&tbnid=k-lfgR_79xoliM:&tbnh=93&tbnw=124&prev=/images?q=%E3%82%B9%E3%83%BC%E3%83%91%E3%83%BC%E9%9B%91%E8%8D%89%E3%80%80%E5%86%99%E7%9C%9F&hl=ja&usg=__wUZSC99jylgPEU38fTboYOV8wRg=&ei=osOsSoagHZ6G6APcsrzoBw&sa=X&oi=image_result&resnum=5&ct=image


１５．世界中で多発する異常気象 2013年～14年3月 

14年2月 関東甲信・
東北太平洋側で記
録的大雪 

14年１月 豪州南東部で
連日40度を超える猛暑。
山火事相次ぐ 

14年１月 米中西部
～東部で記録的寒
波 

14年１月 カリフォルニア
州で過去100年で最悪の
干ばつ。 

13年８～９月 南米中西部で
大雪・寒波。家畜に被害。ぺ
ルーで非常事態宣言。 

13年11月 フィリピン
中部に超大型台風
襲来。 

13年12月 エジプト、
イスラエルで大寒波・
積雪。 

14年1月 欧州各地
で大寒波・積雪。 

14年2月 イギリスで
大雨・高波により大
洪水。 

14年2月 イラン北部
で50年ぶりの豪雪。 

13年5月 中国華北
平原で豪雨。収穫前
の小麦品質悪化。 

13年5月 ロシア南部で
高温乾燥。冬小麦の作
柄悪化 

13年5月 中国中央部・
南部で高温・乾燥。コメ
の作柄悪化 



１６．常態化する異常気象。背景に地球温暖化 
・気候変動（climate change）：特定地域におけ
る気温や雨・雲・雪、風などの数年にわたる平
均的な気象状況からの変化。 

・このうち、異常気象とは、30年程度に1度起き
るかどうかという極端な気候変化。 

・地球温暖化に遠因があるとする見方が多い。 

 

・国連の「地球温暖化に対する政府間パネル（IPCC）」
第2次作業部会は、「影響と適応」に関する新しい報告
書を発表。それによれば、地球温暖化の進展で穀物生
産量が減少し、世界的な食糧危機を招きかねない。乾
燥地域では、飲料水や農業用水などに使う水資源の争
奪戦が起こる恐れもあるとしている。今回の報告書が
2007年の「第4次報告書」と異なるのは、地球温暖化の
影響について、前回が「影響を受けつつある」という表
現に止めたのに対し、「穀物生産量が減少する」と言い
切ったことであろう。 

 

（●エルニーニョ現象発生、○ラニーニャ現象発生）
年 米  国 その他 世 界 穀物市場の動向

1970 ○

1971
1972 ●　大干ばつ（ソ連、インド、中国）

ソ連大凶作

1973 シカゴ大豆12.9ドル史上最高値

1974 中西部干ばつ

1975 ○　干ばつ（ソ連） ソ連大凶作

1976 中西部干ばつ ● シカゴ穀物急騰

1977
1978 　　干ばつ（中国） 米国・対ソ穀物禁輸
1979
1980 南部熱波・干ばつ 米国穀物大減産

セントヘレンズ火山噴火

1981 　　干ばつ（ソ連） ソ連大凶作

1982 ●　史上最大のエルニーニョ

メキシコ・エルチチョン火山噴火

1983 中西部熱波・大干ばつ 米国穀物大減産・相場急騰
1984 ○

1985
1986 ●

1987
1988 中西部今世紀最大の干ばつ ○ 米国穀物大減産・相場急騰
1989
1990
1991 ●

1992
1993 ミシシッピ川大洪水 ● 米穀物大減産・相場高騰、平成コメ騒動
1994 米国穀物史上最高の豊作

1995 長雨 豪州、中国、南アなどの干ばつ
1996 ○ 米国穀物大減産・相場急騰
1997 ●史上最大のエルニーニョ 東南アジア干ばつ

1998
1998 中国長江大洪水

1999  ◯ 米国東部干ばつ

2000 105年来の暖冬  ◯ 米国で高温乾燥懸念
2001 ミシシッピ川洪水
2002 ●エルニーニョ 北米、豪州小麦大減産・相場急騰
2003 米､加、豪 同時干ばつ 南米の干ばつ 大豆相場急騰
2004 世界的な高温。 日本への台風本土上陸新記録１０個 大豆10ﾄﾞﾙ台に急騰後急反落

ただ、穀物生産は世界的大豊作
2005 中西部（イリノイ）干ばつ

ハリケーン襲来頻発 ミシシッピ河口港湾機能停止 穀物価格下落
2006 北半球・南半球同時干ばつ 豪州100年に一度の干ばつ
2007 北半球・南半球同時干ばつ  ◯豪州100年日度の干ばつが2年連続 穀物価格高騰
2008 ミシシッピ川大洪水 穀物価格史上最高値に高騰

2009
2010 ●豪州大洪水、ロシア干ばつ 小麦減産・輸出禁止、価格高騰
2011 ○ラニーニャ勢力を盛り返す トウモロコシ価格史上最高値更新
2012 米中西部半世紀ぶりの干ばつ トウモロコシ価格史上最高値更新
2013 バングラディッシュ、中国洪水
2014 米国記録的大雪 ●史上最強のエルニーニョ？

（資料）資源・食糧問題研究所作成



１７．米国穀物：需給は「ひっ迫」から「緩和」へ 

 

 

米環境保護局がエタノールなど再生可能
燃料の使用義務量の削減案（▲16％）を
発表。当初の144⇒130億ガロンへ 



１８．日本が追及してきた「３つの安定」が脅かされる 

価格 

（安価） 

品質  
（FOOD  SAFETY） 

供給 
（FOOD SECURITY） 

新興国の需要拡大 

買い負け 

水不足 

異常気象 

離れる農業→ブラック
ボックス化 

①距離→遠距離化 

②時間→生産から口
に入れるまでの時間 

③付加価値→現地で
加工されて輸入 



１９．円安は“両刃の剣” 
• 長年、円高⇔デフレが継続し、「死に至る
病」に冒された日本にとって、円安⇔イン
フレ転換は希望の光。 

• ただ、資源価格が高止まりするなかでの
円安進行は、輸入物価を上昇させ企業
物価、消費者物価の上昇につながる。 

• これまで企業は、人件費を抑えることで
円高デフレに対応。しかし、企業も我慢
の限界。価格転嫁を抑え切れなくなる。 

– ex.原油（10円円安⇒7円上昇⇒ガソリン・灯油
価格への転嫁）、食料品、電気料金などの値上
げ。 

• 更に問題は、アベノミクス⇒景気回復⇒
賃金への反映までにタイムラグがあるこ
と。その前に、インフレが来れば家計を
直撃しかねない。 

食品小売価格の動向 2008年1月=100

品目 2013年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

食パン 96.2 95.8 95.3 94.9 95.1 95.1 96.5 96.8 97.3 97.2 97.2 97.2

即席めん 106.9 106.2 106.2 106.2 106.5 106.5 106.9 106.9 106.5 106.8 106.7 106.5

豆腐 100.4 99.6 99.2 100.4 100.4 100.4 99.2 98.6 98.2 98.4 98.8 98.7

食用油 91.3 90.5 90.5 89.6 89.7 91.0 91.9 92.1 92.5 92.8 91.5 91.3

みそ 117.5 118.1 117.0 117.4 117.4 117.7 117.4 116.9 117.8 117.2 116.2 116.2

チーズ 112.1 110.7 111.4 111.2 111.1 111.1 111.4 110.9 110.9 111.4 110.4 110.1

マヨネーズ 98.9 98.9 98.5 98.5 98.5 98.8 105.8 106.7 106.8 107.6 107.1 107.1

バター 107.9 108.2 107.9 108.2 107.9 107.3 107.6 107.4 107.3 107.2 112.3 113.2

（資料）農林水産省加工食品小売価格調査



２０．TPP参加と日本農業（3･15政府試算） 

政府試算（3.15）：TPPに参加し関税を撤廃した場合、10年後の実質GDPが＋３．２兆円。
一方、農林水産物の国内生産は７．１兆円⇒４．１兆円へ、３兆円失われる。 

TPP参加：農林水産省による各品目の生産減少率と減少額の試算

品目名 生産減少率％ 生産減少額　約億円 品目数 （タリフライン）

コメ 32% ▲１０，１００ 58

小麦 99% ▲７７０ 109

大麦 79% ▲２３０ 重要 5品目

砂糖 100% ▲１５００ 131

でんぷん原料作物 100% ▲２２０ 586

牛乳・乳製品 45% ▲２，９００ 188

牛肉 68% ▲３，６００ 51

豚肉 70% ▲４，６００ 49

インゲン 23% ▲３０

小豆 71% ▲１５０ （注） 日本の関税品目

落花生 40% ▲１２０ 9,018

コンニャクイモ※ - ー 内、関税を撤廃した

茶※ - ー ことのないタリフライン

加工用トマト 100% ▲２７０ 834

かんきつ類 8% ▲６０

リンゴ 8% ▲４０

パイナップル 80% ▲１０

鶏肉 20% ▲９９０

鶏卵 17% ▲１，１００

農産物合計 ▲２６，６００

林水産物合計 ▲３，０００

農林水産物合計 ▲３０，０００

（出所）農林水産省　※印はTPP交渉関係国からの輸入実績がほとんどないことを考慮。

6.5% 

米国に配慮？ 

豪州に配慮？ 



２１．日本の食料安全保障戦略 

「食料、農業、農村」基本法 における食料安保 

国民に良質の食料を安定的に供給 

そのための手段と現状⇒対策、戦略 

生産力 

 備蓄 

 輸入 

土地利用型農業の衰退
が止まらない 

事業仕分けで備蓄削減 

伝統的輸出国としての
米国の信頼性低下 

農業資源のフル活用 

備蓄拡大、ASEAN＋３ 

輸入先多角化 

品種改良、GMO、輸入国市場開放、

市場透明性（ＡＭＩＳ）、流通システム、
単収向上 

水管理、アグリファンド、バイオ燃料と
の競合を避ける 

備蓄量、安定価格帯システム 

米国、南米、ロシア、ウクライナ 

不測の事態への対応見直し（レベル０，１，２）⇒不足の事態への対応 



特に著しい基幹的農業従
事者の減少、高齢化 

集落機能の低下 

農村における 

人口減少、高齢化 

集中豪雨の増、 

地震発生リスク、
渇水被害 

２２．農村の変化（要因の整理） 

2

3 

農村社会の 

変化 

災害脆弱性の 

高まり 

施設管理における 

変化 

土地改良区の管
理負担増 

施設の老朽化 

集落内の非農家の増加 
市町村合併に 

よる関係職員減 
農地・水保全能力低下 

農村における自然災害に
対する脆弱性への影響 

農業生産・供給力への影響 農村が有する地域資源・環
境への影響 

管理体制の 

脆弱化 

土地持ち非農家、 

不在村所有者の増加 

担い手への営農の集中 

（出所）農林水産省 



２３．改めてー「攻めの農業」の構図 

 

  

（出所）農水省資料を基に筆者作成

平地 中山間

産業

政策

地域

政策

6次産業化

農地集積

農産物輸出 攻めの農業＝

農業の経済的価値追求

生業としての農業＝

農村社会の維持発展を目指した地域政策

農業の社会的価値（多面的機能）追求



結び．「食」を支える萃点（すいてん）としての農業・農村を見直せ 

南方熊楠の萃点

萃点

ｲ

ロ

ホ

ハ

ニ

へ

農業・農村には多くの学問の領域が関わる 

ｅｘ.土壌学、微生物、生態学、化学（肥料・農薬）、
気象学、機械工学、電子技術、土木工学、情報工学

、動物学（酪農・畜産）、植物学、経済学、経営学、
遺伝子工学、農村社会学、物流・流通、ネットワーク 

１．「自然の力を最大限発揮させ持続
させる」ー日本農学の思想。 

 

２．「命」は「食」に支えられ、「食」は
「農」に支えられるー多様な農業と日
本の食材 

 

３．世界の食料市場に生じるあらゆる
問題は、その根本にある農業・農村に
凝縮されるー世界の「食」を支える「萃
点」としての農業・農村を見直せ 


